
 

【照会先】 

(1)臨時交付金全般について 

 内閣府地方創生推進室 

   臨時交付金担当 畑・中井・仙田・寺田・窪田・中村・反町・上坂 

             直通  03（5501）1752 
(2)検査促進枠について 

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 
 企画調整担当  佐川・川島・出口・石本・高木・奥玉・西村・塚本 

栃木・東浦・大澤 
             直通  03（6257）3086 
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令和４年度補正予算（第２号）案の閣議決定に伴う 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充について 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「臨時交付金」という。）につい

ては、「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」（令和４年 10 月 28 日閣議決定）

において、 

・「ウィズコロナの下、できるだけ平時に近い社会経済活動が可能となるよう、医療提供体制

の強化や治療薬の開発・実用化など感染症対応の強化を図る」 

・「感染拡大により予期せぬ不足を生じた必要な経費には、引き続き、地方創生臨時交付金や

予備費の適時適切な執行により、自治体が財政上の不安なく感染症対策を講じられるよう

迅速・機動的に対応する。」 

等とされたことを踏まえ、本日閣議決定された令和４年度補正予算（第２号）案において、

7,500 億円が追加計上されました。 

今般の拡充の概要は別紙のとおりです。 

また、今回の補正予算案において、臨時交付金に係る令和４年度予算についても、繰越明

許費に位置づけられており、補正予算成立後に、明許繰越しに向けた手続きを行うことが可

能となります。 

制度要綱等の制度の詳細や繰越明許費に位置づけられたことに伴う実施計画の見直し等に

ついては、補正予算成立後に別途通知する予定です。 

都道府県におかれましては、貴管内市町村へもこの旨周知されますようお願いします。 

 
＜関係資料一覧＞ 

別紙１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充について 

別紙２ 無料検査事業の概要 

 

 



新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

１．補正予算計上額 7,500億円

ウィズコロナ下での感染症対応の強化を図るため、「新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金」を増額する。

２．所管

３．交付対象等

内閣府（地方創生推進室） ただし、各府省に移し替えて執行

（１）交付対象 ：実施計画を策定する地方公共団体（都道府県・市町村）
（２）交付方法 ：コロナ対応にかかる国庫補助事業等の地方負担の所要経費に対し、交付限度額

を上限として交付金を交付。
検査促進枠分は、登録事業者が無料で行うPCR・抗原定性等検査への支援に対
して交付。

令和４年度第２次補正予算案

うち 国庫補助事業等の地方負担分4,500億円、検査促進枠分3,000億円



（検査対象・方法）
〇経済社会活動を行うにあたり、「ワクチン・検査
パッケージ制度」又は「対象者全員検査」及びワクチン
接種歴や陰性の検査結果を確認する地方公共団体や
民間事業者等による取組のために必要な検査を無料化

○検査は薬局・民間検査機関等において原則対面
で実施

※ワクチン・検査パッケージ制度の適用は原則として

当面停止（令和４年１月19日付基本的対処方針）

無料検査事業の概要 【予算額：3,000億円】

感染拡大傾向時の一般検査事業
（補助率8/10）

ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業
（補助率10/10）

ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業については実施期間終了。大型連休等の都度、再開判断
※感染不安を感じる住民（無症状者）であれば、経済社会活動に際し検査結果通知書を求められた者も引き続き一般検査事業を活用可能。

• ワクチン接種歴や陰性の検査結果を確認する取組、対象者全員検査等の利用を促し、検査を普及させるた
め、無症状の３回目接種未了者・全員検査対象者等について、経済社会活動を行うにあたり必要になる検
査（原則として抗原定性検査）を無料化。

• 感染拡大の傾向が見られる場合には、都道府県知事の判断により、幅広く感染不安などの理由によるPCR
検査等を無料化。原則、レベル２（警戒を強化すべきレベル）以上で実施。

薬局

県
庁
所
在
地
等

映
画
館

レストラン

遊興施設

イベント

民間検査
機関 旅行

住民

実施事業者

①検査申込 ②無料検査提供
都道府県

薬局

民
間
検
査
機
関

無料検査を実施

陽性者の早期発
見・早期治療

感染不安等

「法24条9項等」
に基づく要請

（国の交付金を財源に都道府県が費用を補助）

飲食店等

③感染状況報告

④補助金等

無料検査を実施

（検査対象・方法）
○左記に加え、都道府県知事が、特措法24条９項等に基づき、
「不安に感じる無症状者は、検査を受ける」ことを要請した場合、
これに応じて住民が受検する検査を無料化

○検査は薬局・民間検査機関等において原則
対面で実施

【令和４年11月８日】
内閣官房新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ等感染症対策推進室
内閣府地方創生推進室

令和４年度第２次補正予算案
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